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災害に係る民間保険・共済の現状・課題等について 

  

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状等） 
 

○ 自然災害が発生した場合の被害に関しては、「自助」と「共助」を基本とし、それを公助で
支援する、という基本的考えで対応している。 

○ 首都直下地震、南海トラフ大地震等により、住宅に係る甚大な被害が予測されている。  
災害による被害を保障する民間保険・共済としては、主に、火災保険、地震保険、共済が
あるが、このうち、火災保険等は、現在、１世帯当たりの加入件数が「約0.85」まで増加。 

 
  ※ 平成26年9月の埼玉県・千葉県での竜巻被害では、建物被害「約1,500件」に対し、保険会社から、「1,700件」を  

    超える保険金（火災保険等）が支払われている。（他にも共済からの支払あり） 

  ※ 統計を取り始めた平成13年度末における火災保険の契約件数は、約2,350万件。 

    その後増加し、23年度末における火災保険の契約件数は、約2,620万件（平成13年度末対比＋約270万件） 

  

○ 一方、地震保険（官民共同の保険）や共済についても、阪神・淡路大震災発生以降、 
  加入件数が年々増加しており、１世帯当たりの加入件数は「約0.49」。  
      
  ※ 東日本大震災では、地震保険により約1.2兆円が支払われている。（被災者生活再建支援金は約0.4兆円） 

  ※ 平成６年度末における地震保険の加入件数は、約400万件。その後増加し、24年度末では約1,500万件（約4倍） 
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◆火災・地震リスクをカバーする「保険＋共済」の加入状況について （未定稿） 
 （平成24年3月31日現在） 

全国世帯数（Ａ） 

54,171,475世帯 

火災保険等件数合計（Ｂ） 
     

 46,104,965件 
（うち保険 26,235,875件） 
（うち共済 19,869,090件） 

（火災保険等）世帯当たり加入件数（Ｂ／Ａ） 
 

0.85件 
（機械的計算による推計値） 

地震保険等件数合計（Ｃ） 
 

26,674,363件 
（うち保険14,088,665件） 
（うち共済12,585,698件） 

（地震保険等）世帯当たり加入件数（Ｃ／Ａ） 
 

0.49件 
（機械的計算による推計値） 

※火災「保険」件数は全損害保険会社の保有集計値、火災「共済」件数はＪＡ共済・全労済・都道府県共済の保有集計値 
※地震「保険」件数は全損害保険会社の保有集計値、地震「共済」件数は上記主要共済の保有集計値 
（注）「１世帯当たり加入件数」は、保険や共済の契約件数を単純合計し、それを全国世帯数で除した機械的計算による数値 
  （推計値）であり、一つの世帯で複数契約している可能性があり得ること等に留意が必要。 
  （地震保険等については、機械的計算により、100世帯中49世帯が加入している、と推計されるという数値。） 

（参考１） 
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 住宅向け「火災保険」の主な概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

※ 多くの場合、台風による「風水害」、竜巻・突風による「風害」、洪水や土砂崩れによる床上
浸水等の水害」、豪雪・雪崩による「雪害」なども、「火災保険」により補償される。 

 
 ※ 契約金分又は実際の損害額分が補償。「火災保険」を活用した住宅再建が可能。 
   （例） 再調達価額「2,000万円」の契約を行った場合に、竜巻により全壊した場合には2,000万円が、また、全壊でない場合には 

損害額分 （900万円の損害があれば900万円）が支払われる。 

 
        

（参考２） 



5 

（参考３） 



6 



7 

 
 
地震保険による備えの状況（損害保険料率算出機構の統計をもとに計算） 
             
   地震保険の加入件数（24年度末）      1,505万件 （世帯加入率 27.1％） 
 
   1件当たり（平均）保険金額（24年度）     建物1,030万円、家財270万円 
      （＝保険金額÷保険対象件数）     
 
   1件当たり（平均）保険料額（24年度新契約分）  建物24,700円（年間） 
  （＝保険料÷保険対象件数）         家財6,000円（年間） 
    （注） 地震保険に係る1回の地震等による総支払限度額は「7兆円」 

              
  東日本大震災における地震保険の支払状況等 
 
   地震保険等支払額・・・・・・・約2.1兆円 
     （地震保険金支払額約1.2兆円、ＪＡ共済（建物更生共済）支払額約0.9兆円） 
    
   被災者生活再建支援法に基づく支援金支給見込み額・・・・・・・約0.4兆円 
 
    （注） 東日本大震災における建築物等（住宅・宅地）の被害額（再調達価額）推計は約5.9兆円。 

         地震保険については、震災後3か月以内に約7割（53万件）、6か月以内に約9割（69万件）が支払済。 

        

（参考４） 
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☆ 参考１から参考４のとおり、約20年前と比較し、地震保険等への加入件数が大幅に増 

  加し、 「自助」による備え （住宅再建）が相当程度国民に浸透してきている。 

   火災保険・地震保険等への加入により、災害時の住宅再建につなげることが可能。 

  今後、「自助」による備えを「より一層」促していくことが重要と考えられる。  

   また、「自助・共助・公助」の役割分担、「自助」の重要性、民間保険・共済の仕組み等 

  について、今後、「わかりやすく」周知・広報していくことが重要と考えられる。 

 

 

 ・ 基本方針 ⇒ 「自助」・「共助」を基本とし、「公助」で支援 

 ・ 世論調査（平成25年12月「防災に関する世論調査：内閣府」） 

     公助に重点を置いた対応をすべき・・・・・約25％から約8％に「大幅減」 

     自助に重点、バランスのとれた対応をすべき・・・・・約8割（20％以上増） 

 ・ 火災保険等の１世帯あたり加入件数は「約０．８５」。地震保険等も「約０．４９」に。 

   ⇒ 自助による備えが相当程度国民に浸透。 （竜巻被害なども火災保険でカバー） 

（参考５） 
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「最近の竜巻等突風被害を踏まえた被災者支援の推進に関する提言」（抄） 
（平成25年12月） 

３．「自助・共助・公助」のあり方と自助・共助の推進 

 

（１）現状、課題等 

 ○ 自然災害が発生した場合の被害に関しては、これまでも、自助と共助を「基本」とし、それを公助 

   で支援する、という基本的な考え方で対応する。  

 ○ 「自助」に関しては、竜巻による被害は、火災保険において「風害」として保障の対象となるが、 

   十分周知されていないおそれがあり、今後、その周知や更なる加入促進が必要と考えられる。  

 

（２）今後の対応等 

 ○ 竜巻等突風被害に限らず、自然災害への対応については、引き続き、自助と共助を「基本」とし、 

   公助でそれを支援していくべきものであり、内閣府（防災担当）をはじめ関係省庁は、地方公共団 

   体や関係団体等とも連携しながら、民間保険や共済の一層の普及促進に向けた取組や、ボラン 

   ティア団体への支援等を行っていくことが適切である。  

 ○ 自助・共助の具体的な推進方策等については、本検討会において、引き続き審議を重ね、平成 

   26年夏頃までに一定の提言をまとめることとしたい。 

 

（参考６） 
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（１）地震保険等について 

   １世帯あたり加入件数が０．５件程度となっている要因を分析した上で、更なる
加入促進に向け、「より積極的な広報」を行っていく必要があるのではないか。 

 （２）火災保険等について 

   火災保険や火災共済については、各保険会社・共済ごとに補償内容等が異                                                                          
      なるが、商品ごとの補償範囲や内容等を「わかりやすく」情報提供していく必要 
      があるのではないか。 

（３）その他 

   

○ 民間保険・共済の普及促進等に関し、次のような課題についての対
応方策を検討していく必要があるのではないか。 

主な検討課題 
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 ・ 非加入者へのアンケート調査結果によれば、「保険料が高かったから」や、「保険料が高いというイメー 
  ジがあるから」との回答が多数。ただし、地震保険についてよく知っていると回答した人は少なく、地震保 
  険の名前を知っている程度の認識の人が多い。 

 

 ・ 非加入者へのアンケート調査結果によれば、地震保険料の額を示した際の印象として、半数前後が、    
  「妥当である」、「やや安い」又は「安い」と回答。 

 

 ・ 地震保険料については、例えば、東京都の木造建物等については、保険金額1千万円あたり「32，600 
  円」（年）。保険金額を2千万円とした場合でも「65，200円」（年）。                                        
   最も安いのは、１７県における耐火建築物で保険金額１千万円あたり「6，500円」（年） 
      ※保険料の割引制度（最大50％）あり。                  （注）保険料は平成26年7月以降の額 

 

【損害保険料率算出機構「地震保険に関する意識調査」（平成21年）より】 

 ☆ 保険料について、（周知・広報不足による）「割高感」があるのではないか。（負担面） 
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 ☆ 非加入者の方については、地震による被害や生活再建についてのイメージがまだ弱
いのではないか。（広報活動のあり方） 

  ・ 非加入者では、地震発生可能性や地震保険の必要性について「わからない」とする回答や、自助の備えは「特
になし」とする回答の割合が多い。 

 ☆ 地震危険度が大きいと考えられている地域ほど地震保険への世帯加入率が高いが、
そうでない地域の世帯加入率は高くないのではないか。（地域の状況に応じた広報活
動の必要性） 

  ・ 宮城は世帯加入率が40％以上。また、東京、神奈川等も30％以上。山陰や九州では10％前半の県あり。 

【損害保険料率算出機構「地震保険に関する意識調査」（平成21年）より】 
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【損保協会及び各保険会社の広報等】 

 ・ ポスター掲出及びパンフレット送付（消費者相談窓口等） 

 ・ 新聞広告及びテレビＣＭ、インターネットバナー広告 

 ・ ラジオでのキャンペーン実施 等 

☆ 損害保険協会及び各保険会社において、地震保険に関する広報等を実施。 

● 地震保険は、他の保険商品と異なり官民共同の保険であること等を踏まえ、防災対策、
被災者支援等を所管する内閣府（防災）が、自助の重要性、地震による被害と自助による
住宅再建の必要性等を「幅広く」「より積極的」に広報していくことについて、どう考えるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状・検討の方向性 
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● 地方公共団体、防災関係団体、自主防災組織等も含め、地域単位でのきめ細かな広報
活動や、「国民運動」的な加入促進に係る広報活動を実施することについて、どう考えるか。                

   その際に、地震保険の加入の必要性がより理解できるよう、これまでの支給事例、地震
保険による住宅再建イメージ例などをわかりやすく示していく必要があるのではないか。  

● 内閣府（防災）において、「防災基本計画」に必要な施策を新たに盛り込むことや、地震保
険等の１世帯あたりの加入件数等について、一定の「目標値」を設け、一定期間に集中的
な広報等を実施していくことについて、どう考えるか。 

● 保険会社等において、加入者向けのパンフレット・チラシを活用してわかりやすく情報提
供を行うなど加入促進につながる施策を「より積極的」に進めていくことについて、どう考え
るか。 

  ※ 前述の①の調査結果では、加入者における認知媒体については、保険会社等による説明が5割以上を占めて     
いるが、「保険の内容がわかりにくかったので加入しなかった」、「保険の内容がわかりにくそうだから検討もしなかっ

た」との回答もあり、保険会社による、よりわかりやすい説明が重要。 
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☆ 火災保険は、各保険会社ごとに補償範囲・内容が異なっており、各保険会社において、
必要な広報や商品説明等が行われている。  

 

 

 

 

☆ 共済商品（主に以下の商品）についても、各共済ごとに補償範囲・内容等は異なってお
り、それぞれ、パンフレットの作成等により必要な広報や商品説明等が行われている。 

  

 （注１） 各保険会社において、火災保険に関し、以下の広告・広報活動を実施している。 

      ・ パンフレットの作成、顧客へのはがき、ダイレクトメールの送付等 

      ・ テレビＣＭ等 

 （注２） 災害発生時に、契約者に適切に保険金が支払われるよう、各保険会社において、被災地域の顧客 

     に個別に連絡し、顧客への情報提供や助言が行われているとの報告あり。 

 ・ ＪＡ共済による「建物更生共済」 

 ・ 全労済やＣＯ・ＯＰ共済による「自然災害保障付火災共済」  

 ・  都道府県民共済による「火災共済」 
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☆ 竜巻による被害が発生した際に、火災保険や火災共済の対象となるのか問い合わせが
相次いだほか、同じ火災共済でも、地震等の災害による被害を対象とするものとしないも
のがあり、顧客側において、自らが加入する商品の補償範囲等について、必ずしも十分理
解しているとは言い難いのではないか。 

 ● 火災保険、火災共済について、各保険や共済ごとに、補償範囲や補償内容等が異なっ
ており、各商品の違いも考慮しつつ、どの商品にするか適切に選択できるよう、仕組みや
補償範囲等について、「わかりやすい」情報提供が必要ではないか。 

 ● 個々の契約者に適切・確実に保険金・共済金が支払われるようにしていく必要がある
のではないか。（保険や一部共済については、各社において被災地域の顧客に個別に連
絡するなどの対応が行われており、こうした取組が広く行われることが重要ではないか。） 

・ 各保険会社や共済において、今後さらに、適切な情報提供、よりわかりやすい説明等が行われることが重要で 
 あるが、それに加え、防災対策、被災者支援等を担当する内閣府（防災）においても、関係機関と十分連携し、 
 内閣府ＨＰ等を活用し、今後、被災者向けに（わかりやすい）情報提供等を行っていくことが考えられる。 



参考資料 
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 基本的な考え方は、従来の生活再建支援制度と同様、被災者自らの努力で居住安定
を確保しようとする場合に、その早期立ち上げを後押しするものである。住宅の再建等、
居住の確保については、保険、共済等の「自助、共助」が基本であり、「公助」でそれを
側面的に支援するというものであることに留意されたい。また、事前に住宅の耐震改修、
補強を行う等、自らの備えを行うことも重要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： 
「被災者生活再建支援法の一部を改正する法律の施行について（抄）」別紙１「被災者生活再建支援制度の拡充
について」 
（平成１６年４月１日府政防第３６１号内閣府政策統括官（防災担当）通知） 
（各都道府県知事、財団法人都道府県会館理事長あて） 
 

自助・共助・公助についての内閣府の基本的な考え方  

2 



自然災害による生活再建の全体像 

公  助 自助・共助＝[基本] 

＜現金支援＞ 

＜現物支援＞ 

各種保険・共済 

義援金 

ボランティア 

（人的・物的支援） 
公営住宅 

災害救助法（※応急対策） 

避難所   仮設住宅        

被災者生活再建支援制度（被災者生活再建支援法） 

総合的な居住確保支援 

住宅金融支援機構 

（災害復興融資） 

地震保険 

災害援護資金貸付金 

税・公共料金の 

減免等 

雇用保険の 

失業等給付 

各種事業制度の活用 
・土地区画整理事業 

・社会資本整備総合交付金 等 

（凡例）        所得制限がない、又は所得制限はあるが国民の大半が支援対象になり得るもの 

             所得制限があるもの                                   自助又は共助（所得制限とは無関係） 

応急修理 

地方公共団体単独の生活再建支援制度 

※「被災者に対する国の支援のあり方に関する検討会」（平成23年2月資料を一部修正） 

支援 
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火災保険と共済について（未定稿） 

Ａ社の火災保険 

 

Ｂ共済（①） Ｂ共済（②） Ｃ共済（①） Ｃ共済（②） Ｄ共済 

補償範囲 火災、風水害、
雪害等（竜巻被
害を含む） 

火災等 火災、風水害、
雪害、地震、噴
火、これらによ
つ津波等（竜巻
被害を含む） 

火災、風水害、
雪害等（竜巻
被害を含む） 

火災、風水害、
雪害、地震、噴
火、これらによ
る津波等（竜巻
被害を含む） 

火災、風水害、
雪害等 

 

保険・共済
金額の設
定 

住宅の再調達
価額を上限とし、
上限額の設定
はなし 

住宅の再調達
価額を上限とし、
最高6千万円 

住宅の再調達
価額を上限とし、
最高5億円 

（ただし地震等
の補償は50％） 

住宅の再調達
価額を上限と
し、火災等は
最高6千万円、
風水害等は最
高300万円 

住宅の再調達
価額を上限とし、
火災等は最高
6千万円、風水
害等は最高3

千万円、地震
等は最高1.2千
万円 

住宅の再調達価
額を上限とし、最
高6千万円 

（風水害等は最
高600万円） 

支払内容 保険金額又は
実損額（いずれ
か低い額） 

契約共済金額
又は実損額（い
ずれか低い額） 

同左 

 

同左 同左 同左 

備考 

（その他） 
風水害、雪害、
竜巻被害等は
対象とならない。
地震保険に相
当する補償なし 

地震保険に相
当する補償な
し 

自然災害単独
での加入は不
可。大型タイプ
あり 

地震保険に相当
する補償なし 

（注）保険会社、各共済の商品パンフレット等をもとに内閣府（防災）が作成 
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明治初期から、地震損害の補償制度について幾度となく検討されていたが、 

・地震災害の発生頻度とその災害規模は「大数の法則」に乗りにくい。 

・巨額損害を民間の資力だけでは補償できない。 

の理由からなかなか実現には至らなかった。 

 
・マグニチュード：7.5 ・死者：26人 ・負傷者：447人  
・住宅損害：全壊1,960棟、半壊：6,640棟、一部損：67,825棟、浸水15,297棟 

1964年 新潟地震発生 

 
政府再保険が民間資力をバックアップする形で地震保険制度がスタート。   

1966年 地震保険に関する法律の施行～地震保険の創設 

地震保険は「地震保険に関する法律」に基づき、政府と民間の損害保険会社が共同して 
運営している保険であり、地震被災者の生活の安定に寄与することを目的にしています。 
  

地震保険の創設経緯 

当時の田中角栄大蔵大臣（新潟県出身）が保険審議会諮問し、地震保険制度創
設を検討   

5 



地震保険制度の変遷（主な改定）① 

危
険
準
備
金
の
蓄
積 

普
及
率
の
低
下 

1966年 地震保険制度の創設 

「全損のみ補償」 

 
  ○1966年５月「地震保険に関する法律」 
  ○1966年５月「日本地震再保険社設立」 
  ○1966年６月 「保険会社営業認可、発売」 

1980年７月改定    

「半損補償」導入 

1991年４月改定 
「一部損補償」導入 

 

 
 

大 

地 

震 

災 

害 

の 

な
い
期 

間 

が 

続 

く 

阪神・淡路大震災の発生（1995年１月17日） 

 
 ○1978年６月 宮城県沖地震  
    → 世論の改善要望 

 ○1987年12月  千葉県東方沖地震 
 ○1989年６月  伊豆半島東方沖地震      
     →  世論の改善要望 
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地震保険制度の変遷（主な改定）② 

阪神・淡路大震災の発生（1995年１月17日） 

世帯加入率の低さに関する指摘 商 品 内 容 の 一 層 の 改 善 要 望 

 1996年１月   商品内容の改善  
 

    ○契約限度額引上げ（建物5000万円、家財1000万円） 

      ○家財単独の損害認定を導入、 

      ○家財の半損の支払割合引上げ（10％ → 50％） 

一層の普及拡大努力 

地震保険の必要性の理解促進 

世帯加入率７．６％ 

（1995年１月末） 

   2001年10月 料率改定・住宅の耐震性能に応じた割引制度の導入 

（ 政府の検討課題を反映 ） 

世帯加入率２０．１％ 

 （2006年３月末） 
2002年８月、2004年10月、2011年７月に割

引制度実務運営の見直し（割引適用確認資

料の拡大）を実施 
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地震保険制度の変遷（主な改定）③ 

世帯加入率の低さに関する指摘 商 品 内 容・制度 の 一 層 の 改 善 要 望 

 2007年１月    地震保険料控除の創設  
 

      ○地震保険料の一定額が所得から控除され、税制上のメリットを受けられる。 

一層の普及拡大努力 

地震保険の必要性の理解促進 

  2007年10月 料率改定・割引制度の拡充 
     ○料率算出方法の全面的な見直し、 ○免震建築物割引、耐震診断割引を導入 

 

 

 2010年１月    構造区分の改定  
 

     ○判定基準をわかりやすくするため、「建物の種類」と 
              法令上の「建物の耐火性能」による判定に基準を変更 

8 

世帯加入率２７．１％ 

 （2013年３月末） 
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地震保険の割引制度 

耐震割引の拡充 

  建物の地震の揺れに対する被害の関係を再評価した結果、免震建築物ならびに耐震等級３および２に 

  該当する建物について現行の割引率以上の格差があったため、割引率を以下のとおり拡大しました。 

 

 

 

  

 

 

割引手続きの簡素化 

 免震建築物割引および耐震等級割引の適用に際して契約者より提出いただくエビデンス資料の 

 範囲を拡大しました。 



地震保険料控除で実質負担保険料が軽減されます 

◆平成１９年１月より損害保険料控除制度が廃止され、地震保険料控除制度が創設されています。 

 本控除により、実質的な負担額が軽減されます。 

【控除の例】 
地震保険料50,000円、所得税率20％、個人住民税率10％の場合、 

所得税で10,000円（50,000円×20％）、 

個人住民税で2,500円（25,000円×10％）の 

合計12,500円が控除（税負担が軽減）されます。 
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共済の地震補償について 

  

共済 地震損害の補償内容 備考 

ＪＡ 
「建物更生共済 むてき」 
 

地震の損害割合が５％以上の場合：損害額の50％を支払（2億5,000万円限度） 
補償割合等については
地震保険と遜色ない 

全労済 
「火災共済＋自然災害共済」 

全壊・全焼（損害割合70％以上）        ：火災共済金額×30％（1,800万円限度）を
支払 
半壊・半焼（損害割合20％～70％未満）：火災共済金額×15％（900万円限度）を支
払 
一部壊・一部焼（損害額100万円超）   ：火災共済金額×3％（180万円限度）を支
払 

最高で30％まで補償 

全国生協連都道府県民共済 
「新型火災共済」 

半壊、半焼以上：火災共済金額×5％（300万円限度） 最高で5％まで補償 

全日本火災共済協同組合連合
会 
（都道府県火災共済協同組合） 
「総合火災共済」「普通火災共
済」 

地震火災費用のみ：火災共済金額×5％、300万円限度 
地震による火災のみ、か
つ最高で5％まで補償 
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防災に関する世論調査（抄） 

内閣府大臣官房政府広報室 

平成25年12月調査 
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地震危険に関する消費者意識調査（抄） 

損害保険料率算出機構 

平成21年 
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